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��住基ネットは全て暗号化された情報 
　が専用回線で送信されます。また都道
　府県や全国センターが保有する情報は、
　本人確認情報の 6 項目に法律で限定し、
　この情報の提供を受けることができる
　のは国の行政機関等だけで、民間の利
　用は禁止されています。さらにシステ
　ムの操作者を限定、厳重管理するなど、
　個人情報保護に万全の対策を講じてい
　ます。
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全
国
ど
こ
の
市
区
町
村
で
も
、
住
民
票

の
写
し
が
と
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

　

住
民
票
の
写
し
は
、
住
民
登
録
を
し
て

い
る
市
区
町
村
で
し
か
交
付
で
き
ま
せ
ん

で
し
た
が
、
今
月　

日
か
ら
は
、
住
基

２５

ネ
ッ
ト
に
よ
り
市
区
町
村
間
で
住
民
票
情

報
の
や
り
取
り
が
で
き
る
よ
う
に
な
る
た

め
で
す
。

�
�
�
�
�
�
�
�
	


�
　

本
人
、
ま

た
は
本
人
と
同
一
世
帯
の
者
の
住
民
票
の

写
し
。
但
し
、
戸
籍
の
筆
頭
者
や
本
籍
地

な
ど
の
記
載
は
あ
り
ま
せ
ん
。
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住
基
カ
ー
ド
ま
た

は
運
転
免
許
証
な
ど
。
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住
基
カ
ー
ド
を
所
持
し
て
い
る
方
は
転

入
転
出
時
の
手
続
が
簡
素
化
さ
れ
ま
す
。

　

現
在
、
他
の
市
区
町
村
へ
引
越
す
場
合

は
、
ま
ず
住
民
登
録
を
し
て
い
る
市
区
町

村
の
窓
口
で
転
出
届
を
出
し
、
交
付
を
受

け
た
転
出
証
明
書
を
、
引
越
し
先
の
市
区

町
村
に
提
出
し
て
転
入
届
を
行
わ
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

し
か
し
、
住
基
ネ
ッ
ト
の
２
次
稼
働
に

よ
り
、
住
基
カ
ー
ド
の
交
付
を
受
け
て
い

る
場
合
は
、
転
出
証
明
書
の
交
付
を
受
け

る
必
要
が
無
く
な
り
、
引
越
先
の
市
区
町
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　「住民基本台帳ネットワークシステム（住基ネット）」は、全国の

市区町村・都道府県・国を専用回線で結んだ全国規模の通信網です。

　各市区町村が本人確認情報（氏名・生年月日・性別・住所・住民

票コードとこれらの変更情報 6 項目）を国が指定した情報処理機関

（全国センター）と都道府県のコンピュータに提供し、記録・保存

されています。

　住基ネットは、昨年 8 月 5 日に 1 次稼動を開始し、住民票に住民

票コードが加わり各世帯主の方へ番号を通知しています。
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��本人確認情報の利用は、法律で国や都道府県など２６４の
行政事務に限定されています。この本人確認情報を利用
することにより、

①一部の年金支給事務で現況届を提出する必要や切手代の
負担がなくなりました。今後、国民年金や厚生年金など
の手続きでも、同様な事務の簡素化が予定されています。

②パスポート申請や、一部の国家試験受験の際に必要だっ
た住民票の写しが不要となり、この分の交付手数料の負
担がなくなりました。

③今後も、国家試験の手続きや法律に基づく国などへの登
録申請で住民票の写しが不要となる予定です。
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村
へ
住
基
カ
ー
ド
を
提
出
し
て
転
入
届
を

出
す
こ
と
に
よ
り
手
続
き
が
で
き
ま
す
。

こ
の
た
め
、
役
所
の
窓
口
に
行
く
の
は
転

入
時
の
１
回
だ
け
で
済
む
よ
う
に
な
り
ま

す
。（
こ
の
際
、
住
基
カ
ー
ド
は
転
入
先

の
市
区
町
村
で
回
収
さ
れ
ま
す
。）

　

た
だ
し
、
転
入
届
を
す
る
前
に
、
あ
ら

か
じ
め
転
出
す
る
市
区
町
村
に
「
付
記
転

出
届
」
を
郵
送
し
て
お
か
な
け
れ
ば
、
転

入
手
続
き
は
で
き
ま
せ
ん
。「
付
記
転
出

届
」
は
、
転
出
す
る
旨
な
ど
の
必
要
事
項

を
記
載
し
た
用
紙
で
、
公
共
施
設
な
ど
で

取
得
で
き
ま
す
。

　

な
お
、
住
基
カ
ー
ド
の
交
付
を
受
け
て

い
な
い
人
の
手
続
き
は
、
こ
れ
ま
で
と
変

わ
り
ま
せ
ん
。

　

住
基
カ
ー
ド
の
申
込
み
や
詳
細
は
、　

住
民
生
活
課
戸
籍
住
民
係
（�
３
―
２
４

６
３
）
に
問
い
合
せ
く
だ
さ
い
。
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　「町民、議員を加えた法定協議会を設置できるよう協議を進めるべき」
６月定例町議会で、合併最終報告書の提出を受けて町長はこのように方
針表明しました。
　その後、当別町、月形町、新篠津村の首長が今後の合併協議の方向性
について話し合いましたが、それぞれの町村の事情も尊重したうえで、
��������	
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�����������

���

　また、協議会構成は、町民、農業・商工業の代表や議会代表者を含め
て、広く意見を聴取し積極的な情報公開ができる体制とするなど、速や
かな調査検討が必要であると確認されました。

　７月号でお知らせのとおり、「合併協議会」は合併
するかしないかも含めて合併問題に関するあらゆる
事項を協議する組織ですが、関係町村長の合意によ
る「任意協議会」と地方自治法に基づき議会の議決に
よって設置する「法定協議会」に分けられます。
　協議会の役割自体、どちらも合併が住民に与える
影響を協議することですが、合併特例法によるさま
ざまな措置を有効に活用するためには、住民代表、議
会代表などが自由に発言、協議する「法定合併協議
会」を設置しなければなりません。
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����　原則として交付を希望する本人のみ
���������	�印鑑　�運転免許証など（申請者が本人であるこ
とを証明できる書類）　�住民票コード（わからない場合は出生年月日、性
別を記入）　�顔写真（申請前 6 カ月以内に撮影の無帽・正面・無背景で、
縦 4.5  �、横 3.5�程度の写真１枚）
������　様式Ａ、Ｂともに 1 枚５００円（選択は自由です）
�����　１０年間　�����　2 ～ 3 週間

様式Ｂは、公的な
身分証明書とし
て使うことがで
きます。

住基カードの交付を希
望する方は、住民生活
課戸籍住民係で手続き
してください。


